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款 項 目 大 中

内容（手段）
目的達成のため
にどのような事業

を実施したか

◆平成29年度実施内容
・小売商業振興対策促進利子補給補助金
　中小小売業者等に対し、経営の近代化を図り経営の安定に資するため、愛知県
の小規模企業等振興融資のうち設備に係る融資を受けたものに対して、利子の一
部を補助した。
　補助実績：24件　966千円
　　[補助率]
　　　（平成18年4月1日要綱改正後）
　　　　商業地域・近隣商業地区　12か月分に係る利子の100％
　　　　その他地域　　　　　　　　　 12か月分に係る利子の70％
　　 （改正前）
　　　　商業地域　　　　補助対象期間に係る利子の70％
　　　　近隣商業地域　補助対象期間に係る利子の50％
　　　　その他の地域　補助対象期間に係る利子の30％

・商業団体等補助金
　商店街の活性化を図るために、商業団体等が実施する事業や街路灯の新設・撤
去・修繕、電灯料に補助をした。
　補助実績：
　　共同事業（催事、宣伝等）　1振興組合　　　874千円　（補助率30％以内）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2発展会　　　　 327千円　（補助率30％以内）
　　街路灯新設・撤去・修繕補助　　　3,001千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（新設補助率60％以内、撤去・修繕補助率30％以内）
　　電灯料補助（2振興組合215基、10発展会294基　計509基）　1,,796千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助率70％以内）

◆平成29年度直接経費の内訳（支出ベース）
消耗品費（180千円）、商業団体等補助金（5,998千円）、小売商業振興対策促進利
子補給補助金（966千円）

◆平成30年度直接経費の内訳（予算ベース）
普通旅費（24千円）、消耗品費（180千円）、商業団体等補助金（8,055千円）、小売
商業振興対策促進利子補給補助金（1,200千円）

受益者負担 無

市内中小小売事業者及び市内商業団体を対象に

どの様な状態
にするのか

経営環境の変化や近代化に対応するための設備投資や商業団体活動に係る費
用の一部を補助し、小売商業の活性化を促進する。

基本施策・展開方向 産業・交流 商工業 既存商工業の経営を支援します

予算区分 7 1 2 3

事業番号 27

平成30年度 事務事業評価シート（実施計画事業・経常事業）
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事務事業名 小売商業支援事業 担当部 地域活性化事業部

会計区分 一般会計 担当課 商工振興課

事業期間 平成１２年度以前 ～ 平成３１年度以降 担当係 商工労政係

根拠法令・個別計画
小牧市商業団体等事業費補助金交付要綱、小牧市小売商業振興対策促進利子
補給補助金交付要綱

目
的

 何・誰を対象に

1 小売商業支援事業



0 0千円 0 0 0

7,144 9,459

国・県支出金 千円 0 0 0 0 0
財
源

一般財源 千円 14,686 18,059 9,242

その他財源

0 0 0

10,208

対前年比 ％ ― 122.6 51.6 83.7 129.3

費用合計 千円 14,873 18,246 9,429 7,893

従事者数 人 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10

人件費

その他職員
従事者数 人 0.00 0.00 0.00

千円 749 749 749

0.00 0.00

人件費 千円 0 0

事
　
業
　
費

単位 Ｈ26決算額 Ｈ27決算額 Ｈ28決算額 Ｈ29決算額 Ｈ30予算額

費
用

直接経費 千円 14,124 17,497 8,680 7,144

749 749

9,459

正職員

2 小売商業支援事業



単位

単位

平
成
3
0
年
度

千円 18 節 節

判定理由・削減
内容

商業団体へのこれまでの補助により、街路灯のLED化が進むなど、同じく補
助対象である電灯料の削減等への波及効果が見込めることから、650千円削
減を図る。

31年度以降
の実施内容

商業団体などへの支援は、引き続き実施が必要なため、補助金等による支
援を継続する。

縮　小
対象や手段の絞込み等により、事業のボリュームを縮
小すべきもの

削減額・削減対
象

事務事業評価による額 650 予算区分

事
業
の
評
価

平
成
2
9
年
度

事業の
達成状況

商業団体事業費補助金については、以下のとおり交付した。
・共同事業（催事、宣伝等）　1振興組合　　　874千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　  2発展会　　　　 327千円
・街路灯新設・撤去・修繕補助　　　　　　　3,001千円
・電灯料補助（2振興組合215基、10発展会294基　計509基）　1,796千円

事業実施におけ
る課題

市内の商店街は、廃業や経営者の高齢化から現状維持が限界にきている団
体もあり、28年度中に1団体が解散となった。賑わい創出や街路灯による防
犯効果など、商業団体の動向が地域に与える影響も大きいことから、市とし
ても支援を引き続き行っていく必要がある。

30年度における
実施内容や結果

見込み

平成26年度、27年度に国の補助金を活用し、商店街街路灯の半数近くを
LED化した。平成29年度においては、街路灯新設の補助対象経費の上限額
を引き上げ、商店街が保有する街路灯のさらなるLED化を促進する。
※平成29年度に新たにLED化を予定する街路灯：52本（見込み）
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事業の方向性

目標

実績

H30

市内商店街数 団体
目標 ― ― ― ― ―

実績

活動指標名 H26 H27 H28 H29

14 14 14 14

実績

目標

―

実績 13 13 13 13

H28 H29 H30

商業団体事業費補助
金交付団体

団体
目標 ― ― ― ―

事業番号 27

業
　
　
　
　
績

成果指標名 H26 H27

3 小売商業支援事業


